
 

 

 

 

 

土地収用のあらまし 

 
 

 

 

 

 
長野県収用委員会 



 

公共の利益となる事業が施行されるに当たり、あなたの所有する土地、賃 

借権等の権利又は建物等の物件について、土地収用法上の手続がなされた場 

合、収用の手続はどのように進められていくのか、また、収用委員会の役割は

何かについて、概略を御説明します。 
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１  土 地 収 用 

 

憲法第２９条は、私有財産権を保障する一方で、「私有財産は、正当な補 

償の下に、これを公共のために用ひることができる」と規定しています。 

この規定を受けて、土地収用法では、公共の福祉と私有財産の調整を図る 

ため、土地等の収用又は使用に関する要件、手続き及び効果並びに損失補償

等について定められています。 

 

 

 

道路や河川等の公共事業のために土地が必要になった場合、一般的にはそ 

の事業の施行者（以下「起業者」といいます。）が土地所有者等と話し合い、

任意で契約を結んで土地を取得します。 

しかし、補償金額等で折り合いがつかないため土地を取得できない場合に 

は、起業者は、土地収用法に基づき、まず国土交通大臣又は知事から事業認

定を受ける必要があります。国土交通大臣等は、その事業の公益性や妥当性

等について審査して事業認定をします。これにより、土地を収用する権限が

起業者に与えられます。 

事業認定後、起業者が収用委員会に対し裁決申請を行うと、収用委員会は 

審理等の手続を経て、裁決で補償金額等を決定します。この裁決に基づき、

起業者は土地を取得することができるようになります。 

なお、都市計画事業の認可又は承認を受けた事業については、事業認定を 

受けなくても裁決申請を行うことができます。 
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２  収 用 委 員 会 

 

収用委員会は、土地収用法に基づいて各都道府県に置かれ、知事から独立

して職権を行う行政委員会です。法律、経済又は行政に関してすぐれた経験 

と知識を有し、公共の福祉に関し公正な判断ができる者のうちから、都道府 

県議会の同意を得て知事が任命した７人の委員によって構成されています。 

裁決申請に基づいて、収用委員会は、起業者側にも、土地所有者・関係人

側にも偏らない公正中立な立場で審理や調査等を行い、起業者、土地所有者 

及び関係人という当事者の主張について判断し、裁決する権限を与えられて

います。 

なお、審理の途中において、収用委員会は、当事者に和解を勧め、全員の

間で和解が整った場合には、和解調書の作成をすることで解決することもあ

ります。 

 

 

用語の説明 

 

土地所有者 

 

 
  収用又は使用に係る土地の所有者をいいます。 

 

 

関 係 人 

 

 

  収用又は使用に係る土地に関して、所有権以外の権利、例え

ば賃借権、地上権又は抵当権等を有する者並びにその土地にあ

る建物等の物件の所有者及び物件に関して所有権以外の権利を

有する者等をいいます。 
 

 

起 業 者 

 

 

  土地収用法等に基づき、土地等を収用し、又は使用すること

ができる公共の利益となる事業を施行する者をいいます。 
 

 

収用・使用 

 

 

  「収用」とは、公共の利益となる事業に必要な土地等の所有

権を取得し、又は賃借権等の所有権以外の権利を消滅させるこ

とをいい、「使用」とは、土地等を使用する権利を取得し、又は

土地所有者等の権利を制限することをいいます。 

 
 

 



　３　裁　決　手　続　の　流　れ

起業者 土地所有者
関　係　人

事業認定を受ける

補 償 等 周 知 措 置

土 地 調 書 作 成 調 書 に 署 名 押 印

物 件 調 書 作 成 ・ 異 議 の 附 記

収用委員会
① 裁 決 申 請
明渡裁決の申立て

② 裁 決 申 請 書 受 理
明渡裁決申立書受理

申 請 書 ・申 立 書 を

市 町 村 長 へ 送 付

申請・申立があった旨
通 知

③ 公 告 ・写 し の 縦 覧 意 見 書 の 提 出

④ 裁決手続開始の決定

裁決手続開始の登記

審 理 開 始 通 知

意 見 陳 述 ⑤ 意 見 陳 述

意 見 書 の 提 出 意 見 書 の 提 出

⑦
⑦ 和 解 和 解

⑥ 権 利 取 得 裁 決

明 渡 裁 決

補 償 金 の 払 渡 し 権 利 取 得 の 時 期 土 地 の 引 渡 し
明 渡 し の 期 限 ・ 物 件 の 移 転

＊土地収用法では、「収用」と「使用」について規定していますが、収用も使用も手続はほぼ同じです
ので、この冊子ではこれ以後はすべて収用で説明します。
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① 裁決申請及び明渡裁決の申立て 

 

土地収用法に基づく裁決の申請には、土地の所有権等を取得するための 

「裁決申請」と、建物等の物件を移転して土地の明渡しを受けるための「明渡

裁決の申立て」の２つがあります。 

明渡裁決の申立ては、裁決申請と同時、又は裁決申請の後に行われます。 

 

 ○ 土地調書、物件調書の添付 

 

起業者は、裁決申請をするに当たり「土地調書」を、明渡裁決の申立て

をするに当たっては「物件調書」を作成し、添付する必要があります。 

これらの調書には、起業者、土地所有者及び関係人の署名押印が必要で

すが、土地所有者及び関係人は、その記載事項が真実でない旨の異議を有す

るときは、その内容を附記して署名押印することができます。 

なお、起業者は、多人数で土地等の権利を細分保有する者（補償金の見

積額が１人当たり１万円以下であることを要する。）が１００人を超える場

合には、相対による署名押印に代えて、公告・縦覧方式により土地調書、物

件調書を作成することができます。 

異議を附記した事項については、審理において意見を述べることができ

ますが、異議を附記しなかった事項については、記載事項が真実に反してい

ることを立証するときのほかは意見を述べることができません。 

  

 ○ 事業認定後の土地所有者及び関係人の権利 

 

事業認定の告示後は、土地所有者又は関係人（抵当権者等を除く。）は、

起業者に対し、自らの権利に係る土地について裁決申請を行うよう請求する

ことや、収用委員会の裁決前であっても補償金の支払いを請求することがで

きます。 

また、起業者が裁決申請を行った後で、明渡裁決の申立てがなされてい

ないときは、土地所有者又は関係人は収用委員会に対し明渡裁決の申立てを

行うことができます。 
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② 裁決申請書及び明渡裁決申立書の受理 

 

裁決申請又は明渡裁決の申立てがあったときは、収用委員会はその申請書又

は申立書及び添付書類が法令に適合しているかどうか審査を行い、適合してい

る場合は受理することになります。 

 

収用委員会は、裁決申請書等を受理したときは、収用しようとする土地が所

在する市町村長に対して申請書又は申立書等の写しを送付するとともに、土地

所有者及び関係人に申請又は申立てがあった旨を通知します。 

 

③ 裁決申請書及び明渡裁決申立書の公告・縦覧 

 

市町村長は、収用委員会から裁決申請書等の写しを受け取ったときは、裁 

決申請又は明渡裁決の申立てがあったことを公告するとともに、裁決申請書 

等の写しを２週間公衆の縦覧に供します。 

 

 ○ 土地所有者及び関係人の意見書の提出 

 

土地所有者及び関係人は、縦覧期間内に、収用委員会に対し、例えば収

用しようとする土地の区域、損失の補償、明渡しの期限等について意見書を

提出することができます。ただし、事業認定に対する不服等収用委員会の審

理と関係ない事項については、記載できません。 

意見書の様式は法令では定められていませんが、通常は作成の日付、提  

出者の住所・氏名を記載のうえ、 

押印したものとなっています。 

複数の人を代表して意見書を

提出する場合には、その全員から

の委任状が必要となります。 

この意見書に記載した事項に

関しては、後に行われる審理にお

いて、意見を述べることができま

す。 

なお、意見書に記載しなかった 

事項については、損失の補償に関 

    意  見  書 

            ○年○月○日 

 長野県収用委員会 御中 

 

     長野県○○市大字□□1-3-2 

           長野太郎 印 
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する事項を除き、審理で意見を述べることはできません。 

 

④ 裁決手続開始の決定及び登記 

 

裁決申請書等の縦覧期間が終了すると、収用委員会は裁決手続の開始を決定

し、その旨を県報で公告するとともに、申請に係る土地を管轄する登記所に裁

決手続開始の登記を嘱託します。 

この登記があると、相続人等を除き、権利の変動については起業者に対抗 

できないことになります。 

 

⑤ 収用委員会による審理 

 

収用委員会は裁決手続開始の決定後、起業者、土地所有者及び関係人の意見

を聞くために、審理を公開で行います。起業者、土地所有者及び関係人には、

あらかじめ審理の期日及び場所を通知します。なお、代理人が出席する場合に

は、委任状が必要になります。 

 

共同の利益を有する多数の土地所有者又は関係人は、その中から、全員のた

めに収用委員会の審理の手続における当事者となる代表当事者を３人まで選

定することができます。 

 

審理は、会長又は収用委員会で選出された代表指名委員が指揮をし、次の事

項等について意見を聞きます。 

・収用しようとする土地の区域 

・損失の補償 

・権利の取得又は権利を消滅させる時期（以下「権利取得の時期」といいま

す。） 

・土地等の引渡し又は物件の移転の期限（以下「明渡しの期限」といいま  

す。） 

 

収用委員会は審理や調査のために必要があると認めるときには、次のことを

行います。 

・起業者、土地所有者又は関係人等に出頭を命じて審問し、又は意見書や 資

料の提出を命じること 
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・鑑定人に土地又は物件について鑑定させること 

・土地又は物件について現地調査をすること 

 

収用委員会は、審理において当事者双方の意見を聞き、意見の対立の状況を

整理して、審理を終結（結審）します。当事者が審理に欠席しても、そのまま

結審する場合があります。 

 

 ○ 当事者の意見書の提出及び意見の陳述 

 

起業者、土地所有者及び関係人は、原則として、結審するまでの間に、

次の事項等について、意見書を提出したり、審理において意見を述べること

ができます。ただし、事業認定に対する不服等収用委員会の審理と関係ない

事項についてはできません。 

・縦覧期間中に提出した意見書に記載された事項の説明 

・損失補償に関する事項 

・収用委員会から提出を命じられ、又は説明を求められた事項 

 

なお、審理の公正かつ円滑な進行を図るため、当事者が述べる意見等が、

既に述べた意見等と重複するときや、審理されている事項と関係のない事 

項にわたるときなどは、会長又は代表指名委員は、これを制限したり、また

審理の進行を妨げる者に対しては退場を命じることがあります。 

 

⑥ 裁    決 

 

結審後、収用委員会では審理で明らかになった争点について、必要な調査、

検討を行い、裁決します。裁決は、裁決申請及び明渡裁決の申立てに関する収

用委員会の最終的な判断です。 

裁決には、権利取得裁決と明渡裁決があります。 

 

 

権利取得裁決の主な裁決事項 

 

 

・ 収用する土地の区域 

・ 土地に関する権利（所有権、賃借権、地上権、抵

当権など）に対する損失の補償 

・ 権利取得の時期 
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明渡裁決の主な裁決事項 

 

・ 土地の明渡しに伴う損失の補償 

・ 明渡しの期限 

 

 

権利取得裁決があると、起業者は、権利取得の時期までに土地所有者及び関

係人に補償金を支払い、権利取得の時期に土地の所有権等を取得します。 

また、明渡裁決があると、明渡しの期限までに、起業者は補償金を支払い、

土地所有者及び関係人は物件を移転し、土地を引渡すことになります。 

なお、土地所有者又は関係人が補償金の受領を拒否しても、起業者が供託所

に補償金を供託すると、支払われたと同様の効果が生じます。 

 

⑦ 和   解 

裁決申請がなされ、審理の途中であっても、収用委員会は和解を勧告するこ

とができます。起業者と土地所有者及び関係人の全員との間に和解が整っ た

場合には、収用委員会は、当事者全員からの申請に基づき、和解調書を作成し

ます。これにより裁決があった場合と同じ効果が発生し、この後は、当事者は

和解の成立及び内容について争うことができません。 
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４  損 失 の 補 償 

 

損失の補償は、原則として、起業者から土地所有者及び関係人の各々に、金

銭で行うこととされています。 

損失補償の裁決に当たっては、収用委員会は、起業者の申立てと土地所有 

者又は関係人の申し立てとの範囲内で決定することになっています。 

主な補償内容は次のとおりです。 

 

（１）土地に関する主な補償 

 

土地に対する補償 

  事業認定の告示がされた時の、近傍類地の取引価格

等を考慮して算定した相当な価格に、権利取得裁決時

までの物価の変動に応じた修正率を乗じて補償額が算

定されます。 

権利消滅に対する補償 

（土地の収用により土地に

関する所有権以外の権利

が消滅するとき） 

  土地に関する補償と同じ手続きで決められます。な

お、抵当権消滅等個別に見積り難い補償は、通常は土

地所有者の受ける補償に含まれます。 

残地補償 

（同一所有者の一団の土

地の一部が収用されるこ

とにより残地が生じると

き） 

・ 残地補償 

  収用により残地の価格が減じる等の損失が生じる   

 ときは、その損失が補償されます。 

・ 残地収用 

  収用により残地を従来利用していた目的に供する 

 ことが著しく困難になるときは、土地所有者は、その 

 全部の収用を意見書で請求することができます。 

 

（２）明渡しに関する主な補償 

 

移転料の補償 

（収用する土地に建物等

の物件があるとき） 

  収用する土地にある建物等の物件については、移転

料が補償されます。 

  また、移転することが著しく困難なとき等は、所有者は

その物件の収用を意見書で請求することができます。   

その他の補償 
  その他土地を収用されることによって通常受ける損失

が補償されます。 
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５  裁決に不服がある場合 

 

  収用委員会の裁決に不服がある場合は、次のような方法があります。 

 

（１）損失の補償に関する不服 

 

裁決の内容のうち、損失の補償に関して不服がある場合には、裁決書の   

送達を受けた日から６か月以内に、裁判所へ訴えを提起することができます。 

土地所有者又は関係人が提起したときは起業者を被告とし、起業者が提

起したときは土地所有者又は関係人を被告とすることになります（当事者訴

訟）。 

 

（２）損失の補償以外についての不服 

 

 

  ア 審査請求 

裁決の内容のうち、損失の補償に関する以外のことに不服がある場合

には、裁決書の送達を受けた日の翌日から起算して３０日以内に、国土

交通大臣に対して審査請求をすることができます。 

 

  イ 取消訴訟 

裁決書の送達を受けた日から３か月以内に、収用委員会を被告として、

裁決のうち損失補償以外について裁判所へ訴えを提起することができま

す。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この小冊子は、土地の収用について簡単にまとめたものです。さらに詳しい

ことをお知りになりたい場合は、収用委員会までお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

長野県収用委員会 
 

 〒380-8570 

 長野市大字南長野字幅下 692-2 

電話（直） 026(235)7025 

Fax.      026(235)7471 

Ｅ-ｍａｉｌ：tochi@pref.nagano.lg.jp 

 

 

令和２年１０月 

 

 


